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２．事業の目的と概要 

（１）事業概要 本事業の対象地域であるシンド州は、国連開発計画（UNDP）やパキス

タン政府の統計において最も貧しい州の一つであり、その中でも貧困

率が最も高いウマルコート（Umerkot）郡にて 2018年４月に現地調査

を行った。調査では、慢性的な水不足や干ばつの影響による被害が顕

著に分かり、対象地では大前提として、安全な飲料水や農業水の確保

が喫緊の課題であると言える。よって、プロジェクト目標は、「ウマ

ルコート県の最も脆弱な 824村において、水利効率化や農法改善が促

進され、干ばつ等災害の影響が軽減される」と設定し、具体的には水

利効率化に向けた情報がコミュニティへ提供され水利・防災意識が向

上、貧困層における飲料水へのアクセスが改善、干ばつ影響地域にお

いて農業用水・対応技術へのアクセスが改善という成果を目指して活

動し、持続発展性を担保する為に、プロジェクト内容を現地コミュニ

ティが維持・管理出来る体制を同時に整える。 

また、①LandSat（米国の人口衛星）の画像解析による水脈の位置の

特定、②ERS（水脈調査）による精度の高い井戸等の位置の特定、③定

期的な各井戸の水位のモニタリング及び気象データの分析、④洪水浸水

地域の特定を行い、更なる水利マネジメントに活かすとともに「水利・防災

計画」1を作成し、この作成プロセスをモデル化する。また LandSat 画像

解析に関する技術移転を行い、上記計画を外部からの支援なく作成でき

る状態を３年間で実現する。３年目の最終段階では、「水利・防災計画」を

ベースに「干ばつ対策計画」2を作成し、右計画を作成するまでの本事業

のプロセスをパキスタン政府のディファクトスタンダードとして認知・採用し

てもらえるよう働きかける。 

また、ナショナル防災セミナーも年次ごとに開催し、プロジェクトの

成果を広く伝える。 

According to statistics by the government of Pakistan and UNDP, 

Sindh Province, particularly Umerkot District, is one of the 

poorest in Pakistan, and an assessment for the project was 

conducted in April 2018.  The assessment results revealed 

significant negative impact from chronic water shortage and 

drought, therefore the project aims to enhance disaster resilience 

on droughts through improving access to water and agricultural practice 

that is more drought resilient.  Specifically, the project will provide 

water related information to the community for improving awareness on 

DRR in the area, improve access to drinking water, and improve access 

to agricultural water source and technology which can reduce 

vulnerability of the drought affected community.  In order to ensure 

sustainability, the project aims to build a mechanism in which community 

takes the ownership for maintaining and managing the activities and the 

assets of the project upon completion.  And the project will carry out 

 
1 ごく小さな地域の単位（村ごとを想定）における、災害リスク（及びその派生インパクト）を削減す

るための方法を示した指針。 
2 郡レベルで，干ばつの影響を削減するための方法を示した指針。（郡内の水源の使用ガイドライン，水

不足が生じた際の臨時的な水の共有計画等を含む。） 
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information dissemination on technicality of the model used in the 

project so that it will be considered as a model process for other 

drought affected areas in Pakistan. Specifically speaking, initial 

LandSat image analysis will allow narrowing down the potential area for 

aquafer (of which technology transfer will be done), which will enable 

the team to focus on areas to conduct ERS, which will increase 

probability of getting to good water source through construction of 

wells. Furthermore, national DRR seminar will be organized on annual 

basis to share the project outcomes widely. 

（２）事業の必要性（背

景） 

 

英国 Verisk Maplecroft 社の 分析によると、パキスタンは人口の被

災リスクで世界第 7位であり、最も災害の影響を受けやすい国の一

つと言える。Index for Risk Management (INFORM) 2017 でも高い災

害リスクが指摘されている。同国では 2005 年のパキスタン北部地震

を契機に災害マネジメント対策が取られており、例えば 2005年以降

Disaster Management Ordinance (NDMO) が制定され、2010年には

National Disaster Management Act が制定された。また、2012年に

は National Disaster Management Policy 2012が制定され、中央・

州・郡レベルにおいて災害リスクマネジメント対策を推進する方向性

が示されている。しかしながら、特に州・郡レベルの取り組みに関し

て防災力向上の課題は大きいと言われており、分権化を進める中で現

場に近い所ほど対策に遅れをとっているのが現状である。 

 

パキスタンにおいて、人的・経済的影響を与える災害としては地震や

豪雨、洪水、熱波、雪崩、干ばつなどが挙げられる。アジア開発銀行

によると、人口の約 3 割が貧困ライン以下の生活を強いられ、被災イ

ンパクトを軽減するコミュニティのレジリエンスが低い。よって、外

務省国別援助方針でも「人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」が

大きな柱の一つであり、その中には「自然災害に対する防災能力の強

化につながる支援」も含まれる。 

 

本事業の対象地域であるシンド州は、国連開発計画（UNDP）やパキス

タン政府の統計において最も貧しい州の一つであり、その中でも貧困

率が最も高いウマルコート（Umerkot）郡にて 2018年 4月に現地調査

を行った。調査では村人、医療機関、乾燥地域（農法）研究所や農業

水管理局に加えて在パキスタン日本大使館や JICAパキスタンオフィ

スへの聞き取りを行い、以下の事が分かった。 

◼ 慢性的な水不足：タール砂漠に隣接するこの地域は慢性的な水不

足・干ばつに苦しんでおり、乱開発による地下水の汚染や、土地

特有の塩害により水の確保に非常に苦労している。既存の井戸の

8割で水質汚染が確認されているという報告もあり、本事業では

深めの掘削やフィルターの設置を通じて対処する。シンド州の 7

割の地域が水不足に直面していると言われる中、村人は水を汲む

ために数キロ歩かざるを得ない所もあり、土地を持たない農業労

働者が多い。慢性的な災害は干ばつだが、2010年・2011年の洪

水時には浸水などの被害も受けている。たまに起きる洪水やモン

スーン時の雨をどう管理・貯水するかも課題である。 
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◼ 干ばつの影響：約 4割の子どもたちが未就学で、医療施設におけ

る患者は女性や子どもが多い。安全な飲水へのアクセスが十分で

ない事から生じる下痢、栄養不足、貧血などがこうした女性や子

どもたちに多い疾患との事であった。また、ヒ素汚染が地域的に

確認されている場所もあると言う。家畜も多大な影響を受けてお

り、気候変動による降雨パターンの変化から、より遠隔地へ牧草

を求めて移動せざるを得ない家族も多い。結果、家畜や家族の健

康状態の悪化にも繋がっている。水不足は農業に従事する貧困層

の収入を更に減少させ、結果として自宅における衛生環境の悪化

や栄養不足という負のスパイラルに繋がっている。干ばつリスク

から生じるリスクに対して、衛生面の啓発などを強化する必要も

あると思われる。 

◼ 政府の対応との関連性：世界銀行のプロジェクトの一貫で、イン

ダス川から水路を通じて農地に放水する計画もあるが、ウマルコ

ート地域はインダス川や水路からも遠く、現時点では裨益出来て

いないのが現状である。また、現地農水局（Directorate hon Farm 

Water Management）によると、インダス川から農地までの間に

65％の水が蒸発や地下浸透の為失われ、農地に到達するのは35％

という事も分かった。コンクリートを使用した水路改善も行われ

ているが、裨益している地域は限られている。乾燥地における効

率的な農法についての研究や水脈の電気抵抗探査（ERS）も部分

的に行われているが、実際に情報が貧困層に提供されたり取り入

れられているとは言い難い。政府の計画も念頭に置きながら、農

地や飲料水の確保をどのように行うかが喫緊の課題である。ま

た、干ばつ対策に有益な方法論は政府の干ばつ対策に組み入れら

れる必要があり、その働きかけも行うべきである。 

◼ ニーズのまとめ：対象地では大前提として、安全な飲料水や農業

水の確保が喫緊の課題であると言える。前回の大洪水のように、

雨量によっては洪水被害も発生するが、モンスーンの雨を効果的

に貯水し、井戸などからも安全な水を確保することが先決課題で

あると言える。水が多いときは貯水にまわし、水が少ない時は貯

水した水を効果的・効率的に使う技術が求められている。また、

地下水利用では汚染水を避け、安全な水の取れる水脈から組み上

げ、水を飲む前に処理をし、安全性を高める事も必要である。ま

た、干ばつ地域に適した農法や住民の健康リスク管理に向けた啓

発活動も重要である。 

 

上記のニーズ調査の結果、本事業はパキスタンのシンド州における防

災力向上を目指すものであるが、干ばつリスクに焦点を当てた事業計

画を立案した。 

 

●「持続可能な開発目標(SDGs)」との関連性 

本事業は以下の SDGｓ目標と関連する。 

・目標 2：飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続

可能な農業を促進する（水不足を一定程度解消する事により、食料安全

保障や栄養摂取状況が改善する事が期待される） 
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・目標 6：すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確

保する（安全な飲水を確保することにより、水と衛生環境の改善が期待

される） 

・目標 11：包摂的で安全かつ強靱(レジリエント）で持続可能な都市及

び人間居住を実現する（慢性的に干ばつリスクに苦しむ地域の防災計画

を作る事で恒常的な取り組みに繋がる事が期待される） 

目標 13. 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる（干

ばつや降雨パターンの変化も気候変動による所が大きく、その影響を最

小限化する方策に繋がる事が期待される） 

 

●外務省の国別開発協力方針との関連性 

対パキスタンの外務省国別援助方針において「人間の安全保障の確保

と社会基盤の改善」が大きな柱の一つであり、その中には「自然災害

に対する防災能力の強化につながる支援」も含まれている。 

 

●「ＴＩＣＡＤⅥにおける我が国取組」との関連性 

アジアなので該当せず。 

（３）上位目標 ウマルコート県における、貧困層の干ばつ等災害脆弱性が軽減され

る。 

（４）プロジェクト目標 ウマルコート県の最も脆弱な 824村3において、水利効率化や農法改

善が促進・方法論化され、干ばつ等災害の影響が軽減される。 

（５）活動内容 

 

1. 水利効率化に向けた情報がコミュニティへ提供され、水利・防災

意識・能力が向上する。 

＜1年目＞ 

1.1.1 LandSat（米国の人工衛星）の衛星データ解析研修を行い、空

間情報の分析により水脈特定を行う技術移転を１０人（州防災局：

PDMA、大学、NGO、コミュニティなどから選抜）に実施し、日本人専

門家と共に水脈調査（ERS）を行う地点を特定する。 

1.1.2ターゲット地区 8村（各年で異なる 8村を対象とし、３年間で

計 24 村を対象とする）において、LandSat 画像解析に基づいた地点

において、ERSを実施する。 

1.1.3 過去の水害履歴を調査し、洪水浸水地域を特定し、水脈情報・

気象データと共に水利・防災計画を作成する。 

1.1.4 ターゲット地区 8 村において、住民による防災委員会を組織

し、災害リスクやリスク削減、水脈モニタリング（水の量を気象デー

タと共に定点観測する）などに関する啓発研修を行う。 

1.1.5 上記防災委員会と共に、水利・防災計画をベースに干ばつ対策

計画をドラフトする。 

＜2年目＞ 

1.2.1 LandSatの衛星データ解析において、１年目に技術移転した１

０人に技術的フォローアップを実施する。 

1.2.2 ターゲット地区 8村において、LandSat 画像解析に基づいた地

点において水脈調査（ERS）を実施する。 

 
3 1年目の対象村（8村）：1. Haji Chanesar Maree, 2. Mandhal Thakur, 3. Kharoro Charan, 4. Ratan 

Bheel, 5. Padmon Bheel, 6. Surto Oad, 7. Valhar, 8. Khalalri. 
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1.2.3 過去の水害履歴を調査し、洪水浸水地域を特定し、水脈情報・

気象データと共に水利・防災計画を作成する。 

1.2.4 ターゲット地区 8 村において、住民による防災委員会を組織

し、災害リスクやリスク削減、水脈モニタリング（水の量を気象デー

タと共に定点観測する）などに関する啓発研修を行う。 

1.2.5 水利・防災計画の作成・検証をベースに干ばつ対策計画を最終

化する。 

＜3年目＞ 

1.3.1 LandSatの衛星データ解析において、１年目に技術移転した１

０人が外部からの支援なく画像解析を行い、ERSの実施に適した場所

を特定できる事を確認する。 

1.3.2ターゲット地 8村において、LandSat画像解析に基づいた地点

で水脈調査（ERS）を実施。 

1.3.3 過去の水害履歴を調査し、洪水浸水地域を特定し、水脈情報・

気象データと共に水利・防災計画を作成する。 

1.3.4 ターゲット地区 8 村において、住民による防災委員会を組織

し、災害リスクやリスク削減などに関する啓発研修を行う。 

1.3.5 本事業で実施した干ばつ対策計画を作成するまでのプロセス

をパキスタンにおける干ばつ対策のディファクトスタンダードとして認

知・採用してもらえるよう PDMA・NDMAを含め政府に働きかける。 

 

2. 貧困層における、飲料水へのアクセスが改善される。 

＜1年目＞ 

2.1.1 ターゲット地区 8村において、井戸の場所選定や住民によるメ

ンテナンス履行においてコミュニティ代表や地元行政と合意。 

2.1.2 業者の最終選定の実施。 

2.1.3 井戸の掘削、水ポンプ、フィルターやソーラーパネルの設置。 

2.1.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

2.1.5 完成後の井戸のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

＜2年目＞ 

2.2.1 ターゲット地区 8村において、井戸の場所選定においてコミュ

ニティ代表や地元行政と合意。 

2.2.2 業者の最終選定の実施。 

2.2.3 井戸の掘削、水ポンプやソーラーパネルの設置。 

2.2.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

2.2.5 完成後の井戸のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

＜3年目＞ 

2.3.1 ターゲット地区 8村において、井戸の場所選定においてコミュ

ニティ代表や地元行政と合意。 

2.3.2 業者の最終選定の実施。 

2.3.3 井戸の掘削、水ポンプやソーラーパネルの設置。 

2.3.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

2.3.5 完成後の井戸のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

 

3. 干ばつ影響地域において農業用水・対応技術へのアクセスが改善

される。 

＜1年目＞ 
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3.1.1 ターゲット地区 8村において、貯水池の場所選定や住民による

メンテナンス履行においてコミュニティ代表や地元行政と合意。 

3.1,2 業者の最終選定の実施。 

3.1.3 貯水池の掘削。 

3.1.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

3.1.5 完成後の貯水池のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

3.1.6 ターゲット地区 8村において対象農民（貧困や脆弱性で判断す

る）の特定後、干ばつに対応した農法研修の実施。 

3.1.7 干ばつに強い種子の供与。 

3.1.8 モニタリング・フォローアップの実施。 

3.1.9 ナショナル防災セミナーを開催し、１００人の防災関係者に広

くプロジェクトの成果を共有する。 

＜2年目＞ 

3.2.1ターゲット地区 8村において、貯水池の場所選定や住民による

メンテナンス履行においてコミュニティ代表や地元行政と合意。 

3.2.2 業者の最終選定の実施。 

3.2.3 貯水池の掘削。 

3.2.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

3.2.5 完成後の貯水池のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

3.2.6 ターゲット地区 8村において対象農民（貧困や脆弱性で判断す

る）の特定後、干ばつに対応した農法研修の実施。 

3.2.7 干ばつに強い種子の供与。また１年目で収穫された種子を活動

に再利用し、サイクルとしてまわすことを目指す。 

3.2.8 モニタリング・フォローアップの実施。 

3.2.9 ナショナル防災セミナーを開催し、１００人の防災関係者に広

くプロジェクトの成果を共有する（１年目の参加者の半分、新規の参

加者半分を想定）。 

＜3年目＞ 

3.3.1 ターゲット地区 8村において、貯水池の場所選定や住民による

メンテナンス履行においてコミュニティ代表や地元行政と合意。 

3.3.2 業者の最終選定の実施。 

3.3.3 貯水池の掘削。 

3.3.4 エンジニアによる工事モニタリングの実施。 

3.3.5 完成後の貯水池のコミュニティ及び地元行政への譲渡。 

3.3.6 ターゲット地区 8村において対象農民（貧困や脆弱性で判断す

る）の特定後、干ばつに対応した農法研修の実施。 

3.3.7 干ばつに強い種子の供与。また 2年目で収穫された種子を活動

に再利用し、サイクルとしてまわすことを目指す。 

3.3.8 モニタリング・フォローアップの実施。 

3.3.9 ナショナル防災セミナーを開催し、１００人の防災関係者に広

くプロジェクトの成果を共有する（２年目の参加者半分、新規の参加

者半分を想定）。 

 

＊ナショナル防災セミナーでは、州防災局、関係機関の防災専門家、

乾燥地域（農法）研究所や農業水管理局、農水局などを講師に招き、

専門性及びアピール力の高いイベントとして位置づける事で、本事業

からの学びがパキスタンにおける干ばつ対策のディファクトスタンダー
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ドとして認知・採用してもらえるような土台づくりを目指す。また、本セミナ

ーの参加者には上記の関連機関から多く参加を呼びかけると共に、政府

高官やシンド州における農業大学、気象局、森林局や他の防災関連団体

（UNや NGO含む）をゲスト招聘することも想定している。 

 

1村の平均人口＝283 人 

対象エリアの村数＝24村 

LandSat技師育成＝10人 

ナショナル防災セミナー参加者＝１年目 100人、２年目新規５０人、

３年目新規５０人（２年目及び３年目は前年度の参加者を半分見込ん

でいる➖合計 200人） 

合計裨益者数＝7,002人 

 

＊本プロジェクトで提供する水利関係のインフラは村人全体を裨益

するものであるので、上記計算方法となっている。 

（５（６）期待される成果と成

果を測る指標 

成果１：水利効率化に向けた情報がコミュニティへ提供され、水利・

防災意識・能力が向上する。 

◼ 水脈や過去の水害から洪水浸水地域情報が特定され、コミュニテ

ィへ水利・防災計画として提供される。 

◼ 水源や洪水時の氾濫想定、干ばつ対策において、住民の 70%以上の

理解・意識が向上する。 

◼ １０人の LandSat 画像解析技師が育成される。 

◼ LandSat 画像解析、ERS、防災委員会の組織、水脈モニタリング

等、本事業で確立した干ばつ対策計画の作成プロセスがパキスタ

ンにおける干ばつ対策のディファクトスタンダードとして

PDMA/NDMAに位置づけられる。 

 

＊モニタリング調査時（継続的に年 10回、計 30回実施予定）に住民

へのアンケートを実施し、確認・算定する。また、実際にパキスタン

政府が承認した干ばつ対策のモデルとして本事業の方法論がウェブ

等で公開される。 

 

成果 2：貧困層における、飲料水へのアクセスが改善される。 

指標 2.1 ターゲット地区計 824村において井戸の掘削が完了し、飲

料に適した水が取得出来る。 

指標 2.2 どの家庭も、飲料用、調理用、個人の衛生保持用として、

平均で一人一日 15リットルの水を使用できる。 

指標 2.3 どの住居も 500メートル以内に給水所がある。 

指標 2.4 給水所で水汲みを待つ時間は 30分を超えない。 

＊上記は Sphere 基準に基づいた指標であり、モニタリング調査時に

対象住民へのアンケートを実施する。 

 

成果 3：干ばつ影響地域において農業用水・対応技術へのアクセスが

改善される。 

指標 3.1 ターゲット地区 824村において貯水池が掘削され、アクセ

ス可能な農業用水が対策前と比べ 70%増加する。  
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指標 3.2 少なくても 200 人の防災関係者にプロジェクトの成果が共

有される。 

＊モニタリング調査時に住民へのアンケートを実施し、算定する。 

（７）持続発展性 井戸や貯水池等のインフラは現地コミュニティが維持・管理出来る体

制を整え、今後長く修繕・使用出来る体制づくりを進める。具体的に

は各対象村で組織する防災委員会が井戸や貯水池の管理・修繕等を担

える体制を構築する。また、防災計画は技術移転に特化することによ

り、継続的に現地提携団体が他地域において同様の取り組みを拡散で

きる基礎を作る。また、農法研究所などのリソースと現地コミュニテ

ィとの繋がりを強化することで、パキスタン国内に存在するリソース

の有効活用が促進出来る。 

（ページ番号標記の上，ここでページを区切ってください） 

 

３．事業管理体制 

（１）人的体制 事業総括：CWS Japan事務局長 小美野剛 

事業進捗・コンプライアンス管理：CWS Japan事務局次長 打田郁

恵、補佐 雇用予定 

会計管理：CWS Japan会計担当 高松知文 

技術協力：株式会社国土防災技術 技術本部国際部長 眞弓孝之、技

術部海外協力課長 中村清美 

 

現地活動実施責任者：Community World Service Asia Associate 

Director Ayesha Hassan,他プロジェクト従事者 8名。 

 

遠隔で本件の事業管理を行う事に鑑み、専門家は１名が年４回、もう

１名が年３回渡航予定であり、CWS Japanの職員も年５回渡航予定であ

る。日本側からは技術移転や事業管理に注力し、現地提携団体の

Community World Service Asiaはプロジェクトの実施に直接的に携わ

る。現地団体は対象地における高い業務遂行能力を有することから、

お互いの強みを活かしたパートナーシップ事業を目指す。 

（２）連絡先 ●日本国内の連絡先 

（ア）団体名：特定非営利活動法人 CWS Japan（CWS Japan） 

（イ）住所：〒169-0051 東京都新宿区西早稲田 2-3-18 日本キリスト教会館 25 号

室 

（ウ）電話：03-6457-6840 

（エ）ＦＡＸ：03-6457-6840 

（オ）E-mail：i.uchida@cwsjapan.org  

（カ）事業担当者名：打田郁恵 

●現地連絡先 

（ア）団体名：Community World Service Asia 

（イ）住所：42H, Block 6, Dr. Mehmood Hussain Road, PECHS, Karachi Pakistan 

（ウ）電話：+92-21-34390540 

（エ）E-mail：ayesha.hassan@communityworldservice.asia 

（オ）事業担当者名：Ayesha Hasan 

（３）自己資金財源 本事業において自己資金の投入は現時点で予定はしていないが、仮


